
消耗品費 19,360円　燃料費 51,517円　印刷製本費 100,804円　各種事務委託料 429,000円　機器
リース料 27,300円　公用車リース料 51,260円　負担金、補助及び交付金 10,209,494円

備　 考
中山間地域等直接支払交付金 （国費 50％　県費 25％　町費 25％）
中山間地域等直接支払推進交付金 （国費 100%）

項 1 農業費 目 3 農業振興費

特定財源の名称・金額
中山間地域等直接支払交付金 7,657,084円（国 5,104,732円　県 2,552,352円）
中山間地域等直接支払推進交付金 119,000円（国 119,000円）

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 5 農林水産業費

  うち繰越分↓
3,180,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 3,147,947

  うち繰越分↓
3,112,651

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

7,776,084
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

7,844,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b) 7,779,286
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

11,024,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 10,927,233
  うち繰越分↓

10,888,735

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　集落協定に基づき、農業生産活動等を行う農業者に交付金を支払う。交付金の額は地目、傾斜ごとに
定めている。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　対象農用地における耕作や農用地管理及び水路・農道等が適切に管理できている。耕作放棄地になっ
てしまうことに対する歯止めになっている。また、この事業を行うための事務手続き等の支援や推進になっ
ている。

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

集落協定締結地域
中山間地域等直接支払交付金事業の推進に係る事務

対 象 者
中山間地域
21集落協定

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　農業の生産条件が不利な中山間地域等における農業生産活動を継続するため支援を行う。

事業継続年数 事業開始年度 平成12年度

分野別施策 １　農林業の振興 所 属 長 山下 真広

主な施策 １　農業生産基盤の充実 電話番号 79-5339

第２次
総合計画体系

政策目標 ３　にぎわいのあるまち 担当部署 産業課

根拠法令等 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律 ほか

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 中山間地域等直接支払交付金・推進交付金事業 整理番号 1309-033

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


